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「中小会社監査」研究
高柳龍芳
まえがき
此の度の商法改正は，昭和56年の改正以来最後の大詰めを迎えることとな
ったが，その内容は大小会社の区分立法が中核をなしている。しかし，とく
に中小会社の監査をめぐって，財界や学界はもとより公駆会計士およぴ税理
士の職域論争までをも捲き込んでの，多彩な議論展開が繰り拡げられた。
法務省民事局側より提示された，大小会社区分立法に関する問題点につい
ては，関係各団体よりの意見を徴することによって，ある程度の軌道修正を
はかりながら，目下のところ， 「商法・有限会社法改正試案」を世に問う段
階にいたっている。この改正試案の中でも，とくに，わが国にあっては，中
小会社の監査に関しては慣習的な土壊を有しないままでの，かなり急速な制
度導入の試みとなる関係上，各界よりの意見は，賛成から反対にいたるまで
多種多義にわたりまさに百花捺乱の感がある。
この種の監査制度の強引ともみえる導入の試みは，現在のところ着実に発
展を続けかつ充実に向かいつつある正規の監査制度に対して悪い影響を与え
る可能性をはらんでいるために，単なる現実への対応をはかるという，弥縫
的な発想ばかりでなく，ここに中小会社監査の本質を探るぺく，「中小会社監
査」課題別研究部会を結成した。
昭和60年度においては，①中小会社監査のあり方，③諸外国における中小
会社監査の硯状，の2テーマに大別した上で，各自分担して研究を重ねその
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成果を専門誌または学会において発表すること，続く昭和61年度において
は，初年度の研究成果を踏まえて，
①中小会社監査の目的と意義
③監査対象としての中小会社の規模
⑧監査の方法
④中小会社監査人の資格
の4項目にわたって検討し整理することに決定した。
この間における成果の発表は次の通りであった。
① 「わが国における中小会社監査制度の各界の意見と動向」（高柳）第9
回日本監査研究学会にて発表 昭和61年6月7日。
③ 「中小会社監査のあり方」に関する発表
0会田義雄・「限定監査の類型と問題点」企業会計 和60昭年10月。
0可児島俊雄・「中小会社の会計制度の条件」日本会計研究学会中部部会発
表昭和60年il月30日。
0加藤恭彦・「商法監査制度の基盤」会計ジャーナル 昭和62年3月。
0河合秀敏・「限定監査」企業会計昭和60年12月。
0高柳龍芳・「商法改正をめぐる中小会社会計の諸問題」日本会計研究学会
第36回関西部会発表昭和61年11月15日。
0高柳寵芳・「中小会社監査についての日税連への批判」商学論集 昭和60
年 8月。
0高柳龍芳・「中小会社監査の制度化への疑点」商学論集 昭和62年2月。
0高柳龍芳・「中小会社監査制度への一視点」税経セミナー 昭和62年2月。
0高柳龍芳・「債権者保護と監査目的」会計 昭和62年6月。
0森川八洲男・「小規模会社の外部監査制度化への問題点」日本監査研究学
会第7回東日本部会発表昭和60年11月。
③ 「諸外国における中小会社監査」
0會田義雄・「小会社の限定監査のための会計基準のあり方」会計ジャーナ
ル昭和60年12月。
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0會田義雄・「英米小規模会社の外部監査の諸問題」企業会計 昭和61年2
月。
0河合秀敏・「英国の小会社監査制度の課題」会計ジャーナル 昭和60年7
月。
0河合秀敏・「英国小会社監査制度」商事法務研究会 昭和61年2月。
0河合秀敏・「英国中小会社の計算公開と監査の問題」愛知大学法経論集
昭和61年2月。
0河合秀敏・「最近の英国の小会社監査制度の動向」会計ジャーナル 昭和
61年 4月。
0加藤恭彦・「商法監査研究序説」甲南経営研究 昭和61年11月。
0盛田良久・「小会社監査ー一→アメリカの場合ー一ー」大阪学院大学通信 昭
和61年6月。
当メンバーの研究活動状況は以上の通りであるが，年度途中において以下
のような課題が緊急に惹起したのでここに報告に加える。
その一つの課題は，当学会の立場から「商法改正に対する要望書」の提出
を急ぐこととなったことである。そのため，当研究部会は「同要望書」作成
のため全力を尽くすこととなり，これを昭和61年3月25日付をもって公表し
た。
その第二の課題は，上述の作業に引き続いて， 「商法・有限会社法改正試
案」に関する意見を昭和61年11月15日までに作成し，これを法務省に提示す
る必要が生じたことである。そのため，当研究部会は，臨時に，岸田雅雄，
熊野実夫，中谷洋一の三氏を加えることで， 新たに， 「商法等改正試案検討
委員会」（高柳委員長）を結成し，「商法・有限会社法改正試案に関する意見
書」を，昭和61年11月10日付をもって作成し，これを法務省に提示した。以
上のような事情が臨時に生じたことを報告する。
なお，当研究報告に対し日本監査研究学会会員の方々から忌憚のない御批
判や御意見を仰ぐことができるならば，委員すべての善びとするところであ
ります。
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I 中小会社監査制度導入の意義
立法者によれば，今回の中小会社監査制度の改正における最終目標は，商
法に進反したり，それを無視したりする中小会社の数が膨大にのぽる実情に
鑑みて，これらに対する，形骸化した法的規制を実効あらしめることにあ
る。
すなわち，立法者は，中小会社に対する監査を実施することの意義に関し
て，概ね，次のような指摘を繰り返してきた。中小会社についての取扱いと
して，その一つは，物的有限責任を支える基本条件の一つに計算の明確・適
正があって，それは，経済社会秩序の公正を保つためにどうしても確保され
ることが要請される条件であって，これが有限責任の合理性を主張しうる基
礎であること，さらにその二つは，会社の株主や社員にとって，その投資効
果を測定しうるための会社計算の明確・適正とその内容の開示は，債権者と
債務者・株主や社員間の公正の担保となるものであることを，とくにそれが
正直者が馬鹿をみる制度であってはならない旨をつけ加えて説明している
（「大小会社区分立法に関する諸問題」商事法務研究会別冊No.73,115頁）。
また，さらに，計算の内容が開示されても，それが不正確なものであると
かえって害毒を流す危険性に触れ，計算の適正を確保しうる最も直接的かつ
有効な手段として，第一には会社計算の開示，第二にはその前提としての計
算に対する第三者による監査，を示唆しているのである（同上掲誌115頁）。
立法者は，このように，中小会社の監査の必要な理由として，中小会社を
とりまく債権者の保護を第一の目標にかかげており，その上に立って，会社
計算の適正と明確の確保を監査の目的に据えたのである。
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]I 中小会社監査の必要性の有無
さて，われわれの見解は，極端な表硯でいえば，全委員がそれぞれ一箇づ
つの個別の見解を有しているといった方が妥当であるかもしれないが，類型
的にはいくつかに分類することが可能である。まずそれは，中小会社に対す
る監査の必要性に関する見解を分類することから始められる。
① 中小会社監査は必要である，
③ 中小会社監査は必要でない，
の二種類になるであろう。
しかしながら，この大雑っばな分け方は，前提条件の樹て方によってそれ
ぞれの見解が①必要，③不必要，の二者間を移動することになる。まづ大前
提としての原則，すなわち，株式会社または有限会社であれば，中小会社と
いえども物的有限責任を負う限りは，債権者保護のための何らかの規制を受
けるべきであるとする原則は，大方の全委員の駆めているところである。
しかし，以上のような原則に基づく社会的要請からの必要性というところ
に力点をおきながらも，現実的な適用を考える場合には，①会社の規模，③
被監査企業の監査受入態制，⑧監査費用の負担，④保護すべき債権者の性
格，⑥専門監査人の現員数，等々の諸条件をどう受けとめるかによってその
見解は異なってくるのである。すなわち，以上のような諸条件をどう設定す
るかによって，あるいは監査を必要ならしめ，あるいは監査を不必要ならし
めることになる。
さらにまた，一定の条件を設定して監査を必要であると結論づけた場合で
あっても，監査を実施する方法をどうするかによって，見解は再び分れるこ
とになる。すなわち，一つは，中小会社の監査は簡易な監査による制度化を
導入する考え方である。他の一つは，究極的には正規の監査として制度化す
べきであるが，目下のところ，監査受入体制の整備に力を入れるべきである
とする立場である。
以上のごとき，中小会社に監査は必要か否かについて各人の見解をさらに
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展開してみたい。
I 中小会社監査の必要性の意味
「中小会社であれ，大会社であれ，本来，金銭の動くところに監査ありと
いう提言は妥当するものと解される。……株式会社または有限会社にして，
相当規模の中小会社の提示する財務諸表については，取引先等の債権者保護
のため，ひいては商取引の秩序維持のため，さらに中小会社でもその投資家
保護のため，独立の専門家たる外部監査人の監査をうけるのが妥当（會田）」
であるとしているが，この中で，中小会社であっても，相当規模（資本金5
千万円以上）以上であることを指摘している。 なお，「第三者の独立性を保
証する」に足る費用の負担という見地から，大会社と中小会社とは自から差
異があることを認めねばならないとして， 「中小会社はかかる意味で，外部
の独立専門家（プロフェショナル）の監査費用の支払能力からして，通常は
監査の対象から除かれて差支えない（會田）」とする見解を立てた上で，「中
小会社であっても，費用の負担能力からして，ある程度の規模をもつ有限責
任の会社については，債権者，投資家等の利害関係者保護の観点から，その
公表する財務諸表について外部の独立監査人の監査を要請するのが妥当（會
田）」と述べている。すなわち， 監査の対象となる中小会社は， 不特定の利
害関係者を有し，監査費用の負担にたえる程度に規模の大きな会社であるこ
とを前提としているのである。
しかし，この発想とは逆に，規模が小さな会社であっても監査を必要とす
る立場の発言も見受けられる。すなわち， 「中小会社は，オー ナ.....経営が多
く，投資家保護に代って，取引先を含む債権者保護の問題が惹起されてくる
ことは必然である。債権者の中でも……弱小取引先などは切捨の被害を蒙る
ことが多い。中小会社の勝手な自己破産などによる財産権の侵害を社会的に
保護するためにも，いよいよ中小会社監査を商法監査の中で位置づけなけれ
ばならない（可児島）」とする立場である。 この場合も， 債権者を保護する
ことが商法上必要であるとの前提を踏まえてはいるが，やはり条件によって
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は監査が不可能になる点をも指摘している。「監査の受入条件として少くと
も商法による会計帳簿の整備状況からみても，無理な監査拡大は監査そのも
のの自減行為である。監査費用としても年間3百万～5百万円程度は最少限
であり，これ以下の費用で監査の実施ないし充実は不可である。…監査を受
け入れる態勢よりも，一歩手前の内部統制組織の整備と運用に焦点をあて，
中小会社監査の前提条件作りに制度化を考えるべき（可児島）」であるとす
る。したがって，オーナー経営のような会社であっても，原則的には監査必
要，受入体制の整備いかんによっては硯実的に実施不能，その場合は，監査
実施の前提作りの制度化を求めることになる。
さらに，中小会社の監査を必要とする根拠としては，次のような，環境条
件の変化を挙げている立場が考えられる。「中小会社の計算書類の開示制度
の確立は国際動向として当然の成り行きとみられ，わが国にあってもこの面
での制度の確立が望ましい。債権者保護にとどまることなく，広く経済活動
の秩序を維持するために必要な制度としての共通萬識をもつべき時代が到来
している（河合）」として，中小会社の計算開示と監査に関する国際環境の
変化とそれに即応すべきわが国の姿勢という点から，その必要性を述べてい
る。とはいえ，これもまた原則論であって，監査費用の負担という立場か
ら，会社の規模により段階式に簡略化すべき計算の開示と監査（場合によっ
ては監査不必要）があることをも同時に論じている（河合）。
以上のように，中小会社監査の必要性に関しては，物的有限責任を基盤と
する限り，その会社では当然会計の明確化・適正化を必要とすることを原則
としながら，実践上，種々の原因によって監査が不能になる状況を述べてき
たが，さらに，も一つの見解として，中小会社にあって保護されるぺき利害
関係者の性格を分析する立場が考えられる。
すなわち，「大小会社の会計について検討するに当って，まず大会社の会
計と異なるという意味で中小会社の会計をとりあげる意義と目的を考慮せね
ばならない。いかなる基準で中小会社を大会社と区分すべきかという区分の
基準は，この区分の目的いかんによって異なったものとなってくるからであ
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る（枡田）」という立場で，大小会社を区分すべき基準としての， 会社債権
者の性格分析を行なうのである。
「会社債権者の保護ということが会社法の第一義的な使命であるとの観点
から，中小会社を大会社と区分して法規制に差を付すとすれば，債権者保護
のために最も有効となるような会社の区分が最もふさわしいものとなるはづ
である。有限責任制度によって債権者が被害を被ることが最少となるよう
に，またそれに必要な限りで最少限の規制を加えることが経済取引の安全と
同時に企業活力を失わせないものだと考えられる。
また，中小会社の中には全く同族的な家族企業も多く，そのような企業の
多くは事業主の個人財産の程んどすべてが事業に投入され事実上無限責任を
負うこととなっているのが実情である。
しかし，一方，中小会社の中でもいわゆるペンチャーピジネスのように，
将来の上場を目指し，はじめから出資者を募り会社らしい運営を行なうもの
もある。これらはいわば公開中小会社である。この場合の債権者保護は個人
財産が担保とされていない以上，まさしく緊要である。逆に，大会社の子会
社が中小規模で運営される場合の中小会社の運営は，合法的・合理的であ
り，公開会社の一部としての性格をもっている。債権者保護の観点からは，
このような中小会社自身について格別の措置をとる必要はさほど謎められな
い。何故なら親会社である大会社の信用がこれを程んど絶対にカバーできる
からである。
かくして債権者保護の見地からする会社の区分は，規模によるよりも公開
・非公開により会社を区分する方が合目的であると考えられる。何らかの基
準により規模を指標とするにしても，これを計算公開の点から規制に区別を
設けようとするに際して真に有効な基準とするためには，会社を公開会社と
するか非公開会社とするかの選択意思をとり入れるべきだと考える。このよ
うな考えかたをとり入れると会社の区分は次のようになる。
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ー大規模会社 公開会社
I ー公開会社ー中小規模会社 ー非公開会社（閉鎖的中小会社） （枡田）」。
このように，債権者保護の見地からすれば会社の区分は，基本的には，公
開会社か閉鎖会社かという立場こそ合目的であるとして， 「閉鎖的な中小会
社の経営の実態は概ね個人的なオーナー支配が行なわれているものとみてよ
いだろう。…このような会社が有限責任の形をとることはまことに法のあま
やかしだというほかはない。家計と経営との未分離，殊に会社財産を流用す
ることによる個人財産の蓄財などが行なわれることが万ーの場合の有限責任
制度のもとで許されるなど全くもってのほかである。従ってこのような立場
は有限責任制度のもとにおくべきではない（枡田）」と結論する。この見解に
したがえば，閉鎖的中小会社は当然のことながら，物的有限責任会社となる
ことから排除されるだろう。したがって，計算の開示とその監査を求められ
る対象は，公開中小会社に限定されることになる。
W 中小会社監査の必要性についての吟味
「すべて株式会社など有限責任制度を前提とした組織においては，その代
償として計算の適正化をはかることは当然に要求されるべきことである（山
本）」。このように物的有限責任制度における会社である限り，計算の明確化
・適正化をはかりつつ，それを保証するために監査を必要とする考え方は，
われわれ大方の委員の一致した到達点のようである。
しかし，実践的な立場にたてば，計算の開示を求め，監査を強制すべき中
小会社とは，どのような規模か，どのような債権者を有するか，など中小会
社の性格の差異に応じてそれぞれ見解を異にすることとなる。
たとえば，それは，中小会社が監査を受けるに当って費用の支払いに耐え
うるかどうかが一つの基準となりうる。「監査は， 本来，第3者が会計業務
について批判検討するものであることから，第三者の独立性を保証するに足
る費用の負担という見地にたてば，中小会社は，大会社とは自から区別さ
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れ，いわば外部の独立専門家の監査費用の支払能力からみて監査の対象から
除かれて差し支えない（會田）」とする考え方，あるいは，「監査についての
会社側の負担力のみを考えれば，赤字の会社は負担力がないと言うべきでは
なかろうか。中小企業の場合は半数以上が赤字会社であるという現状を考え
ると，半数は負担能力がないことになる（山本）」とする考え方などは負担
費用が可能でないことが監査を免除する基準となるといえよう。
しかし，経済的な負担という面を考えるにしても，個々の会社の負担では
なくて，これを社会的なコストと考える場合には観点が異なり，この場合に
は，監査の必要性を優先して考えるぺきではあるが，中小会社を監査するに
しても，「社会経済的合理性や有用性があるかどうかという観点からみる場
合には，それが国家的立場から強制すべき制度として確立させる程の社会的
意味をもつかどうかを検討する必要がある（山本）」として，「①債権者保護
の意味，③会計開示の必要性の有無， ⑧監査の必要性の有無（山本）」を問
うことで，監査の前提となっている会計組織や内部統制組織それ自休が中小
会社では，実際上も理論上も具備されえない点を指摘して，監査の必要性は
恩めながらも，実施不可能であるとの結論をだしている（山本）。
さて，①会計開示の必要性の有無，③監査の必要性の有無，そして⑧中小
会社における債権者の性格，という三点に関して議論を展開するに当り，ま
づ問題となるのは，中小会社の規模であり，あるいは公開性を有するのか閉
鎖的であるのかといった会社の性格についての検討である。
「会計の開示や監査を必要としない会社が想定される。無限責任を前提と
する合名会社ならびに合資会社については，債権者に対して最終的には会社
の経営者が物的責任を全面的に負うのであるから，あえて独立監査人による
監査を必要としない（會田）」立場からみれば， 有限責任を前提とする株式
会社や有限会社にあっては独立監査人の監査が必要となることになる。
さて，現在問題となり，そのために多くの混乱をもちこんでいる点は，有
限責任を前提とする中小会社に対してはすべて調査を強制しようとするとこ
ろにある。
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立法者によれば，株式会社についていえば，資本金3千万円（負債総額3
億円）以上から，資本金5億円（負債総額2百億円）未満の間の会社はすべ
て調査の対象となっている。これらの会社のうち，資本金1億円以上の比較
的大規模な株式会社については，任意ではあるが会計監査人の監査を受けら
れる道を拓いてはいる。原則的には，しかし，調査の対象の巾が広すぎるこ
と，しかも，これら調査の対象会社についての性格付が明瞭でない関係か
ら，多くの議論をかもしだす結果となったのである。
調査とは，一種の簡易な（又は限定された）監査であると考えることがで
きる。したがって，立法者の意図している調査の対象会社は，閉鎖的な会社
（その所有者としての構成員たる株主・社員の数が少なく，その間に個人的
な信頼関係があり，それへの新規参入が法律上・事実上困難な会社をいう
「大小会社区分立法に関する諸問題・商事法務研究別冊 No.73,13頁」）を対
象としているものと推量することができるのである。しかしながら，立法者
は，調査の対象外であるとして，資本金3千万円未満の株式会社をも予定し
ていることから考えるならば，閉鎖的な会社とは，資本金3千万円未満のも
のを指すのであって，それ以上の会社はとりあえず閉鎖的とは必ずしも云え
ないものを指しているようにも推量できるのである。世の中の議論のみなら
ず，われわれ委員の中でも，混乱を起している原因は，このように調査の対
象となっている中小会社の性格づけが明確でないところに存在しているとい
うことができよう。
そこで，資本金でいえば， 3千万円から 5億円にいたるまでの会社を何ら
かの基準により区分する立場が生じる。いいかえれば，債権者の保護を必要
とするかどうかが基準となるであろう。そうなれば，現実的な選別の基準と
しては，資本金や負債総額の大きさだけでは必ずしも十分ではなく，売上高
・従業員数・総資産額なども基準に加えることが妥当となるだろう。その理
由は，資本金が少額であったとしても，取引高，附加価値高，総額産額の大
きい場合には，当然のことながら，負債の額も大きくなり債権者保護に重要
さが強まるからである（枡田）。
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このように中小会社を何らかの基準で区分した上でさらに区分をうけた会
社の階梯に応じて計算の開示はいかにあるべきか，監査はどのような形態
（正規の監査か，調査か，指導か）となるかが問われ種々の見解が生じてく
るのが合理的である。例えば，一つの例として，公開会社と閉鎖会社とに区
分し，閉鎖会社に対しては外部監査を必要としないが，債権者に対する責任
は，経営者に何らかの形でとらせるといった発想が考えられよう。
V 監査対象としての中小会社の規模
ここで中小会社の監査の対象としてどの程度の規模であるべきかを検討し
よう。監査の目的を債権者の保護に置くならば，会社の規模を資本金または
負債額に限るのではなく，売上高・従業員数・総資産額なども考慮すべきで
あるとの見解は既述の通りである。立法者によれば，株式会社の場合，資本
金3千万円（または負債総額3億円）以上，有限会社の場合，資本金1億円
（または負債総額10億円）以上が考えられている。われわれの見解では，監
査対象となるべき会社の規模が低すぎるというのが一般的傾向であった。
すなわち，資本金を最低5千万円とする（會田・森川）か， 1億円とする
（山本）か，あるいはまた， 5千万円ないし 1億円位とする（可児島）など
意見の分れるところであろう。しかしながら，資本金の大きさによって監査
対象会社を選定するのは，必ずしも妥当ではないとの指摘もある（山本）。
株主がすべて同族で債権者もいないような会社であって，資本金1億円を越
すような場合も多くみられるのであって，そのような会社においては，外部
監査人による監査の必要はないからである。それとは逆に，たとえ資本金が
少くとも取引量が圧倒的に多く，不特定多数の債権者を有する中小会社であ
れば外部監査人の監査を必要とする場合が生ずるであろう。
VI 計算開示と監査の関係
さて，有限責任制度の下では，中小会社といえども，計算の明確化と適正
化とが要請されながら，従来，現実の問題としてはこの種の要請が無視され
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ており，不満足にしか履行されていなかった。そこで，中小会社の計算の明
確化・適正化を担保するための有効な手段として，計算書類の商業登記所へ
の公開が立法者により提起された。しかも，この公開との関係で，会計専門
家による外部からの監査（調査または指導）の導入が提案されたのである。
そこで，計算の開示と監査とがどのような関係をもっていくのがよいのか
という問題について見解をまとめると次のようになる。
その一つは，有限責任のある中小会社はすべて登記所に計算の開示を行な
う。このうち一定の規模に達する会社についてのみ監査の対象とする。した
がって，一定の規模に達せず，そのため監査を必要としない会社が生ずる
が，その場合でも，計算の開示を義務づけることで，間接的ではあるが，ぁ
る程度計算の明確化・適正化を可能にすることになろう（森川）。すなわち，
有限責任のある中小会社はすべてその計算を開示させようとする立場であ
る。
その二つは，有限責任のある中小会社のうち，登記所へ計算を開示する会
社は何らかの基準によって制限する方式である。この場合は，登記を義務づ
けられた会社のみが監査の対象となる（河合）。 すなわち， 有限責任ある中
小会社のうち，監査の対象となるべき会社の計算のみを開示させようとする
立場である。
VIl 中小会社の会計基準
次に，中小会社の監査を実施する場合，中小会社に対する会計基準はどの
ように設定されるべきであろうか。
第一番目に，会計方針は大会社と中小会社では異なるべきものであろう
か。中小会社の順守すべき会計処理の原則および手続は，大会社のそれと異
なってはならない（會田・山本）というのが共通の考え方である。商法的見
地からみても，株式会社である以上，大会社と中小会社とでは配当可能利益
の計算に差異を認めるのはおかしい。それを認めるような方向は，社会経済
的見地からも，また国際的見地からしても認めがたい（山本）。
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しかし，第二番目として，計算書類の開示内容に関しては様々の考え方の
差がみうけられる。現在の財務諸表規則は大会社を対象として設定されてい
る関係上，その開示内容は詳細にすぎるし，商法の計算書類規則では簡明に
すぎるので，開示規定に関しては，中小会社用の規定整備が必要であり（會
田），会社の規模に応じて段階式に簡略化の度合を強めるのがよい（河合）
とする考え方が共通しているようである。また，会計条件の整備，会計帳簿
の整備とともに， 中小会社向けの財務諸表作成の指針などは，「企業会計原
則」の内容を変えることなしに，例えば，注解などを添付すること（可児島）
で解決をはかるのがのぞましいという考え方もみうけられる。
以上のように，中小会社の計算の明確化・適正化をはかる場合であって
も，会計処理の原則や手続など会計方針にかかわる基準については，大方の
見解は，大会社のそれと異同があってはならないとし，ただ開示の内容すな
わち，財務諸表の作成方法に関しては中小会社向けの方式を指向している。
VJ1[ 中小会社監査の方法
次に，中小会社監査を実施するに当ってはどのような方法が考えられるの
であろうか。中小会社の場合，それが閉鎖的会社である場合には，監査を必
要としないとするのがわれわれの立場であるが，監査を実施すべきである中
小会社に対しては次の二つに大別することができる。
①中小会社監査は原則として正規の監査と同じ方法をとる（會田，山本，
枡田），
③監査の方法は中小会社に特有な簡易監査による（河合，可児島，森川）。
さて，①は正規の監査拡大案ということができるが，その主張は次の通り
である。すなわち「改正商法試案においては， 一定範囲の中小会社に『監
査』とは異なるものとして『調査』を義務づけているが， 『調査』の内容が
実質的に監査と異なるものではありえないこと，したがってこの『調査』が
『監査』と識別しがたいこと（日本公認会計士協会意見書， 日本監査研究学
会意見書）を指摘した上で，各種の条件から実施可能な限りで監査をうける
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大会社の範囲を拡大することとし，一方規模等により監査の対象外とならざ
るをえない中小会社のうち公開中小会社に対しては，直接に決算書類を監査
することは要求されないこととなるから，間接的に適正な決算書が作成され
るシステムを整備するよう指導することによって債権者保護に資するのが現
実的である（枡田）」としている。
つぎに，①の正規の監査拡大案という意味では同一次元に属するが， 「中
小会社にあっては，内部統制組織が一般に不十分であることから，監査受入
側の内部統制組織制備のための期間と監査人側の量的充実をはかるための期
間を考慮しておよそむかう十年を目途にして三つの段階にわけて，正規の監
査の拡大をはかる（會田）」ことが現実的であるとの発想も行なわれている。
すなわち，この段階的監査対象会社拡大案によれば，まづ，
「第1段階は，資本金3億円以上または負債総額100億円以上の会社を監
査の対象とする（例えば1990年4月1日以降）。
第2段階は，資本金1億円以上または負債総額50億円以上の会社を監査対
象とする（例えば1994年4月1日以降）。
第3段階は，資本金5千万円以上または負債総額20億円以上の会社を監査
対象とする（例えば1998年4月1日以降）。
この3段階方式によればおよそ10年間を想定しているので，この10年間に
公隠会計士の数も大よそ 4千人程度の増加が見込まれるため，正規の監査を
資本金5千万円以上の会社に対して施行しうるのである（會田）。」
つぎに，以上のような正規の監査拡大案とは異なる，限定された監査を制
度として導入すべき立場にある場合の見解をみてみよう。
そこで，③の簡易監査肯定案についてみれば，これは中小会社に対しては
正規の監査を実施しないで，簡易監査をもってこれに代える立場を示すもの
である。
この肯定案のうちの一つは，公隠会計士の監査理論を貫徹することが本来
のあり方であることを強調しつつも，「わが国の現状からしてこの主張だけ
では問題解決にならないため，妥協案をもとに進めることも止むを得ない
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（河合）」が，「信頼氷準の遣ったものがあたかも同一のものとみなされるよ
うな制度が確立されることに危惧の念を抱くことにならないようにするた
め，ある種の保証水準を保つ制度を確立させねばならない。そのためには中
小会社の計算書類規則を確定する。これにもとづいて簡易計算書類の『監
査』を行なう。……この監査は，医者の健康診断書のように幾つかの重点項
目のみを調査検討することとし，この場合，限定列挙により，その項目を定
める（河合）。」
その二つは，中小会社を中会社（資本金1億円以上）と小会社⑮t本金2
千万円以上）とに区分した上で， 「中会社については， 一定の猶予期間をお
いたうえで，会計監査人による監査を強制するようにすることが望ましい。
そして，小会社のうち資本金5千万円以上のものについては，会社債権者の
保護に有用であるとともに，……『筒易監査』として『貸借対照表監査』が
妥当であると考えられる。
この場合，『貸借対照表監査』の骨組は次のとおりである。
(1)下記のような貸借対照表項目に限定した監査
（監査対象） （監査要点） （監査手続）
①資産項目—農誓麿塁畠序―口［実査・立合・確認・質問・勘定分
析等主として外部証拠を求めるた
®負債項目——網羅性の検証一
に重点を置く めの監査技術を適用す。
(2)監査報告書では，監査範囲・対象が限定されている旨を明らかにし，責
任の限定を行なう。
このような『貸借対照表監査』に対しては，日常の取引記録の正確性，＇し
たがって計算の明確化・適正化を保証しえないのではないかという疑問が生
じるかもしれないが，『改正試案』に提案されている『計算の公開』の強化
とあいまって，期末残高監査を通して，経理不正を索制・防止し，間接的で
はあるが，取引記録の正確性を少なくともある程度までは担保しうる（森
川）」としている。
また，「中小会社の特長として，①会計組織や帳薄体系の不備， ③内部統
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制組織の不整備，⑧監査費用負担の困難さ，などが指摘されるので，まづ，
これらを整備することによって監査の受入条件が可能となるような制度化を
考える必要がある。そのような制度を考えた上で，中小会社監査にふさわし
い方法と手続を案出すべきである。すなわち，そのためには，①中小会社向
けの計算書類規則の整備，および，硯行の『監査基準』に中小会社監査実施
準則を付設することにより，中小会社用の監査手続の手引とする。そして，
③監査手続の基本は帳簿監査におき，会計帳簿の真実性と正確性および帳簿
と決算書の一致性におく（可児島）。」といったような，制度監査をまづ実施
すべきとする発想もみうけられた。
1X 中小会社の性格についての検討
中小会社の監査はどうあるべきかの検討を行なうに当って，世間一般の議
論においても，われわれ委員会の個々の見解においても，多面的な拡がりと
かなりの混乱とがみられた。それは，次のような前提が整理されないままに
議論が展開されていることによるものと考えられる。
すなわち，「一つに，中小会社の性格についての明確な分析と， 二つに，
中小会社監査の目標をどこに据えるかについての検討」が欠落したままで立
法化が進もうとしている点である。
すなわち，中小会社といえどもそれが公開会社としての性格をもつものな
のか，非公開会社としての性格をもつものなのかを確定した上でなければ，
計算の開示や監査の必要性を論ずることは不可能なのである。計算の明確や
適正という概念は，何も抽象的に存在しているのではなくて，それを必要と
する者が硯実にどのような形で存在しているのかを確かめないままで，債権
者の保護を論じても，それは架空の議論にすぎなくなる。立法者が予定する
規模の中小会社がすべて調査の対象となる論理はどこから来たのであろう
か。計算の開示や監査の必要性はどのように導き出されねばならないのであ
ろうか。保護しなければならない債権者を有する中小会社とはどのような性
格なのだろうか。
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ここで，会社経営における社会的な所有関係という面を考えてみよう。こ
れをどう捉えるかによって，計算の開示や監査のあり様が浮かぴ上がるかも
しれない。経営と所有が分離している会社であるかそうでないかによって，
公開会社か否かの性格分類が可能となろう。公開会社であるならば，株主・
債権者は不特定多数に拡散しているのが普通である。その結果として，投資
家保護の要請が生じてくる。
今回の改正商法の立場は，中小会社をすべて資本金もしくは負債の額によ
って分類したことから，中小会社の性格のちがいを無視し保護されるべき債
権者の姿を極めて不透明のままで，議論をおしすすめることになったのであ
る。公開会社である中小会社も，閉鎖会社である中小会社も，規模が同ーで
あれば，ともに同じ土俵に登らされたことが問題の解決を困難にしてしまっ
た。
そこで，ここでは，立法者が目指している調査の対象としての中小会社の
性格について，も少し検討を進めてみたい。
立法者の見解によれば，商法改正試案が大会社から区分しようとする中小
会社は，いわゆる閉鎖会社であるかのようにみえる。すなわち，閉鎖会社と
は「その所有者としての構成員たる株主・社員の数が少なく，その間に個人
的な信頼関係があ」る会社を指している。商法改正の検討主題となるぺき爾
後のモチーフの一つとして，有限責任の会社による企業活動を認める場合の
債権者保護のための手当をどうするかという点に関して，最低資本金制度の
導入と並ぴ，この種の閉鎖会社に対しても，計算の分離と明確化を挙げてい
るのである。
さて，昭和61年5月15日付「商法・有限会社法改正試案」の前文によれ
ば，「この試案は，株式会社及ぴ有限会社の規模， 閉鎖性等の態様に即応し
た法規制……に関し重要と認められる点について，その改正の方向を示すも
のである」としており，その主旨を受けて「四計算・公開」の箇所では，商
法特例法第二条の基準に該当しない株式会社にあっては，会計調査人による
調査を受けねばならないとしている。この試案においては，閉鎖会社の範囲
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については何らの指示がないために，会計調査人による調査を受ける会社が
すぺて閉鎖会社に属するのか，非閉鎖会社も含まれるのであるかどうかは分
明でない。
しかし，「改正試案」にいうところの， 調査の対象となる会社は，その資
本金額からみれば，最低限を示す3千万円から最高限を示す5億円の間の資
本金を有する会社である。したがって，調査対象となる株式会社の中には，
経営と所有が分離し，投資家数が比較的拡散化している，非閉鎖会社の存在
も考えられるので，このような会社の場合は，投資家保護を目的とする監査
が成り立つであろう・。けだし，このような会社の場合には，株式はその市場
に上場されるであろうし，その結果として証券取引法上の監査が強制される
ので特に問題は生じない。したがって，このような上場している場合の中会
社を除いて考えるならば，この調査の対象となる株式会社は，程んど閉鎖会
社に限定されると考えられるのではないだろうか。
さて，経営と所有の関係についても少し検討をしてみたい。商法監査の特
長が，取締役の受託管理責任の解除を目的とするものであると規定するなら
ば，そのような監査においては，責任解除権を持つ株主総会と受託管理責任
者である取締役とは別建ての人格を有することが前提となっていなければな
らない。けだし，これは，株式会社制度が経営と所有の分離を建前として生
まれてきた当然の帰結だからである。
ところが，わが国の商法における，閉鎖会社を考える場合，経営と所有の
関係についてみると，会社法上の組織においては，株主総会と取締役とは別
個の人格として区別されて存立し，それぞれの機能を果してはいるが，その
実態面をみるならば，株主と取締役とは同一人格とみなされる場合が多いで
あろう。上場することも殆んどなく，不特定多数の株主や債権者が存在する
こともなく，経営と所有が分離していることもないという点で，会社の持ち
主が同時に経営者でもあるのが閉鎖会社の特色である。
このような閉鎖会社にあっては，当然のことながら•投資目的のための監
査は必要とはならない。さらにまた，株式会社の体裁を保つ限り監査役監査
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が法的には存在しているにしても，その実態は，株主と取締役が一体化して
いるために，実際には監査役も取締役の下位に属することになるだろう。こ
Iのような会社にあっては，取締役の責任解除を求める監査役による監査もま
た成り立たないというべきである。
しかしながら，商法は，株主に対して取締役の受託責任を果さしめること
を目的とすると同時に，会社債権者を保護しようとする理念をも有してい
る。物的有限会社である限り，たとえ閉鎖会社であろうとも，．有限責任を支
える柱としての計算の明確・適正化を果さねばならないのはそのゆえであ
る。この保証を監査によって果そうとするのが今回の商法改正に与えられた
狙いでもある。
さて，繰り返して言えば，閉鎖会社には，不特定多数の投資家は存在しな
いで，存在しているのは特定の株主である。同じように，債権者においても
また，会社とは十分に信頼しあえる関係を有する，特定された銀行や取引業
者に限られるのが常識である。例えば，その会社に融資を行なう銀行や証券
業者，その会社に財やサービスを信用によって供給する取引業者は，会社に
とっては，多くの場合，永年のつきあいを経て信頼をかちとった特定の関係
者であって，，不特定多数に属する無名の相手先ではない。
このように，不特定多数の投資家や債権者が存在しない，すなわち，裏返
していえば，特定の株主や債権者によって運営されているこの種の会社で
は，経営者は殆んど無限責任に近い（例えば経営者個人の財産を担保にし
て）実態の下で経営を行なっているとみてよいであろう。閉鎖会社が物的有
限責任の会社として法的には存立しえても，実際の経営においては，必ずし
も純粋に物的会社として運営されているわけではない。当然の帰結として，
このような会社では監査役の存在やその活踵も法の期待通りにいく筈はな
い。さて，以上のような閉鎖会社にあっては，監査役に代るものとして，外
部専門家による簡易な監査もしくは調査の制度を導入したところで，果して
有効な成果を挙げることができるのであろうか。大きな疑問とするところで
ある。
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x 結語に代えて一＿ー任意監査への指向一一
監査というものは，それを必要とする社会的要請が存在しない限り，たと
え法の強制にゆだねたとしても，その健全な発展は望まれるものでない。極
端にいわせてもらうならば，その会社を信頼してよいかどうかもわからない
ままに，信用取引が冒険的に行なわれるような社会にあっては，監査の発展
さえものぞめないであろう。そのような社会では，企業の倒産は繰り返さ
れ，そのことによって冒険的取引業者は損害を蒙り続けるであろう。したが
って，賢明な債権者が成育しない限り，監査もまた社会的需要の対象となる
ことはないであろう。すなわち，取引業者が相手の会社に信頼性を求める手
段として監査を要請し，監査もまたそれに応えるだけの実力を保有しえる状
態となって初めて信用取引経済制度は成りたつのである。
保全を目的とする監査の発達は，事業主が自己擁護を目的とすることで職
業専門家をやとうことによって可能となった。信用を目的とする監査もまた
同様である。職業監査人の信頼性確保への自己努力と銀行側の保証要請とが
交錯しあったところにこの監査の展開がみられたのである。さらに，投資目
的とする監査が法制化されるにいたった時代を振り返ってみよう。米国が有
価証券二法によって監査を強制した1930年代においては，戦業監壺人によっ
て任意監査を受けていた会社は66％に達していたという（千代田邦夫著・ア
メリカ監査制度発達史・中央経済社・昭和59年3月， 294頁）。また， ドイツ
においても，職業監査人による1937年の強制監査導入にさきがける，すでに
数十年前に，自由意思に基づく監査を受けていた株式会社は過半数を越して
いた（レフソン著・高柳龍芳監訳・監査一般理論・同文舘・昭和60年12月，
7頁）といわれている。・
さて，監査の歴史が示すところによれば，職業監査人による監査の発達
は，監査人側の業務開拓に対する，絶えざる努力と，それを裏づける監査人
としての自信とが相まって可能となったのである。不正摘発の監査にして
も，不正予防の監査にしても，あるいは信用監査にしても，長い期間にわた
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る自由意思監査，すなわち会計士協会を中核とするところの職業監査人によ
る社会的需要の開発を基にして監査を発展せしめた努力の歴史がある。法律
が手をかすことのできるのは，監査に対する社会的要請が極めて強くなり，
その結果を受けてこの種の要請を消化しうる程の受け皿が確かに用意されて
いる社会においてである。
中小会社における計算の明確と適正こそが，その会社に取引を求める際の
信頼性の拠り所であるとするならば，取引に際し信用を与えようとする企業
は相手の会社に対して監査を受けることを要請すればよいのである。監査を
受けていない会社と信用取引を行なうかどうかは，与信者側の責任において
判断すれば足りることである。例えば，銀行が融資を行なう場合，相手会社
に対して担保を求めるか，あるいは監査証明の提示を求めるかは，基本的に
は銀行の選択の問題なのであって，法をもって監査を受けさせることで解決
をはかる問題なのではない。
しかしながら，問題は，わが国において，そのような信用監査の慣行がな
い点に存在している。その原因としては，一つには，監査人側（公認会計士
協会をも含めて）からの自助努力としての金融機関などへの働きかけも弱
く，また銀行側からする職業専門家による監査への理解も乏しい点に求めら
れるであろう。いづれにしても，中小会社監査はいまだ社会的要請にまで成
熟していないとみるべきか，あるいはそのような要請は十分に胚胎している
にも拘らず，なお表面化して来ない何らかの原因があるかいづれかであろ
う。
しかし，わが国の職業監査人による監査は，すでに上場会社の監査および
商法監査のみならず，学校法人や各種組合等の半強制的あるいは自由意思に
基づく監査など社会的要請の下にかなりの拡がりをみせているのである。中
小会社といえども，より良き取引先を確保し，容易に融資を獲得し，あるい
はその他社会的信頼を受容しようとする意思があるならば，任意監査の進展
がみられる筈である。しかも，このような監査に対する社会的需要が生じて
くるためには，最も重要な核心となるべき部分として，監査職業団体の自助
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努力と自信とが厳然として存在していることが必須の条件でなければならな
い。わが国にあっては，法によって規制を強制しなければ前進をしないとい
う悪い風潮が存在するが，会計や監査の制度にあっては，法こそその後から
ついてくればよいのである。現在こそ，自由意思による監査が容易に拡大し
なかった過去を十分に分析し反省しなければならない時点にさしかかってい
ると考える次第です。
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